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3.6. 単価と患者数による医業収益変化の要因分析 

病院の主要収益である入院収益と外来収益について、両収益の変化の背景を調べるた

め、「1人当たり平均診療報酬」（以下、単価と略す）の変化が与えた影響と、「入院患者

数」及び「外来患者数」（以下、患者数と略す）の各変化が与えた影響とで要因分析を

行う。 

要因分析の手法としては、一般的な会計分析における価格・数量差異分析に倣い、入

院収益と外来収益のそれぞれの変化を、単価要因と患者数要因とに分解した。なお、分

析期間・方法は前節での分析と同じく2007年度から2013年度までの変化率とし、分析サ

ンプルについても同じく全632病院を対象にとした。 

 

収益の変化 ＝ 単価変化（ΔＰ） × 患者数（Ｑ）      ［単価要因］ 

         ＋ 患者数変化（ΔＱ）× 単価（Ｐ）    ［患者数要因］ 

         ＋ 単価変化（ΔＰ）× 患者数変化（ΔＱ） ［交差項］ 

 
図表 3.6.1 価格と数量による要因分解のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

後年度の利益＝（Ｐ＋ΔＰ）×（Ｑ＋ΔＱ） 
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単価と患者数による収益変化の要因分析の結果 

収益変化を単価要因と患者数要因に分解した場合、どの分類においても単価要因がプ

ラスに寄与しており、患者数要因はマイナスに寄与していた。なお、入院収益の変化率

は、［分類Ⅰ］を除いてプラスであるが、外来収益の変化率は［分類Ⅰ］と［分類Ⅱ］で

マイナスであり、全分類に共通して、入院収益の変化率が外来収益の変化率より高い傾

向にあった。 

単価要因に着目した場合、入院・外来ともに［分類Ⅰ］より［Ⅳ］まで順に寄与率が

高くなる傾向がみられた。一方、患者数要因については、単価要因とは逆に［分類Ⅰ］

より［Ⅳ］の方がマイナス寄与が小さくなる傾向がみられたが、［分類Ⅰ］と［分類Ⅱ］

では［分類Ⅱ］でマイナス寄与が大きいという点で、やや異なる結果となった。 

 
図表 3.6.2 要因分析の結果 

  

（備考）総務省「地方公営企業年鑑」により作成。 
 
  

１．入院収益＋外来収益
収益変化率 うち価格要因 うち患者数要因 その他(交差項等）

[分類Ⅰ] ▲5.6% 7.8% ▲11.6% ▲1.9%

[分類Ⅱ] 0.3% 16.5% ▲12.7% ▲3.5%

[分類Ⅲ] 13.4% 22.9% ▲7.2% ▲2.3%

[分類Ⅳ] 20.1% 29.7% ▲6.9% ▲2.7%

全体 14.3% 24.8% ▲7.9% ▲2.6%

２．入院収益
収益変化率 価格要因 うち患者数要因 その他(交差項等）

[分類Ⅰ] ▲3.1% 9.1% ▲10.3% ▲1.8%

[分類Ⅱ] 1.5% 16.6% ▲12.1% ▲3.0%

[分類Ⅲ] 16.7% 25.1% ▲6.5% ▲1.9%

[分類Ⅳ] 21.0% 30.2% ▲6.7% ▲2.5%

全体 16.5% 26.2% ▲7.3% ▲2.3%

３．外来収益
収益変化率 価格要因 うち患者数要因 その他(交差項等）

[分類Ⅰ] ▲9.0% 6.2% ▲13.2% ▲2.1%

[分類Ⅱ] ▲1.8% 16.3% ▲13.7% ▲4.4%

[分類Ⅲ] 6.4% 18.3% ▲8.9% ▲3.0%

[分類Ⅳ] 17.9% 28.3% ▲7.3% ▲3.1%

全体 9.7% 21.8% ▲9.0% ▲3.1%
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3.7. 病院経営に地域人口の変化が与えた影響 

3.7.1. 分析の目的 

収益変化の要因分析により、2007年度から2013年度までの公立病院の修正医業収益の

変化については、単価の上昇が収益にプラスの影響を与えていたのに対し、患者数の減

少による影響がマイナスの影響を与えていたことが明らかになった。 

こうした患者数の変化には、立地地域の人口動態の変化が影響を与えた可能性がある。

そこでこれまでの医業収支分析による分析結果を踏まえ、特に患者数の変化の影響を大

きく受けたと考えられる不採算地区に立地した病院に着目し、人口変化が患者数の変化

に与えた影響を分析した。 

なお分析サンプルとして、前節までの医業収支分析で行った分類に従い、不採算地区

に立地する病院のうち、修正医業収支が改善した病院と収支が悪化した病院を対象とし

た。 

 
図表 3.7.1 地域人口の変化についての分析対象病院 

  ・分析対象１：[分類Ⅰ：不採算地区・200床未満]の①グループ 【29病院】 

  ・分析対象２：[分類Ⅰ：不採算地区・200床未満]の⑥グループ 【91病院】 
 

 

 
 
  

[分類Ⅰ] 不採算地区病院、病床数200床未満 250病院 （収支改善58：収支悪化192） 
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3.7.2. ①グループに属する病院の患者数と地域人口の変化 

①グループに属する病院の入院・外来の各患者数の変化率と、総人口及び高齢者人口

（75歳以上人口）の変化率との相関をみると、入院患者数の変化率については人口の変

化率との間に有意な相関は見られなかった。一方、外来患者数の変化率については、高

齢者人口との間では有意な相関は見られなかったものの、総人口との間では正の相関が

見られた。①グループの病院については、外来患者の変化に自治体の総人口の変化が影

響を与えている可能性がある。 

 
図表 3.7.2 入院患者数（縦軸、人）と人口の変化率（横軸、％）の相関 

（１）入院患者数と総人口の変化率     （２）入院患者数と高齢者人口の変化率 

  
 

 

図表 3.7.3 外来患者数（縦軸、人）と人口の変化率（横軸、％）の相関 

（１）外来患者数と総人口の変化率     （２）外来患者数と高齢者人口の変化率 

   
 
（備考）１．総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、「地方公営企業年鑑」 

により作成 
２．図表中の括弧内の値は傾きについてのｔ値を表す。  
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3.7.3. ⑥グループに属する病院の患者数と地域人口の変化 

⑥グループに属する病院の入院・外来の各患者数の変化率と、総人口及び高齢者人口

（75歳以上人口）の変化率との相関をみると、やはり入院患者数の変化率については人

口の変化率との間に有意な相関は見られなかった。一方、外来患者数の変化率について

は、高齢者人口との間では有意な相関が見られた。⑥グループの病院については、外来

患者の変化に自治体の高齢者人口の変化が影響を与えている可能性がある。 

なお、このグループの人口と患者数の増減率は、総人口の増加率が平均▲7.3％、高

齢人口の増加率が平均＋8.3％であるが、入院患者数の平均減少率は▲19.7％、外来患

者数の平均減少率は▲21.1％と、どちらも人口変化を大幅に上回るマイナス値であり、

人口以外の要因が患者数の減少に影響を及ぼしている可能性が考えられる。 

 
図表 3.7.4 入院患者数（縦軸、人）と人口の変化率（横軸、％）の相関 

（１）入院患者数と総人口の変化率     （２）入院患者数と高齢者人口の変化率 

  
 

図表 3.7.5 外来患者数（縦軸、人）と人口の変化率（横軸、％）の相関 

（１）外来患者数と総人口の変化率    （２）外来患者数と高齢者人口の変化率 

  
  

y = -0.50x - 15.7
(-1.7)

R² = 0.032
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y = 0.66x - 16.35
(1.21)

R² = 0.016

（備考）１．総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、「地方公営企業 
年鑑」により作成。 

２．図表中の括弧内の値は傾きについてのｔ値を表す。 
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3.7.4. 分析の結果 

①グループと⑥グループのサンプルを用い、入院・外来患者数と地域人口との関係を

確認したところ、入院患者数についてはどちらのグループでも明確な関係は見られなか

った。その理由としては、病院側の事情として、入院受け入れが可能な患者数には、病

床数という上限があることが考えられる。また患者側の事情としては、病院選択におい

て、単純な地理的要素以外の要素（常勤医師の存在、病院の評判、高度医療の受診など）

が影響している可能性が考えられる4
1。 

外来患者の変化と地域人口の相関については、⑥グループでは高齢者人口に対しての

み正の相関がみられた。一方、①グループでは総人口増減に対して正の相関がみられた

が、高齢者人口との間に相関は見られなかった。一般に病院患者には高齢者の占める割

合が高い傾向にあることを踏まえれば、①グループの結果は整合的とは言えず、分析サ

ンプル数が不十分なために結果に偏りが生じている可能性がある。 

結論として、入院患者数に比べ外来患者数の変化がより地域人口の変化に対して影響

を受けやすい可能性は示唆されたが、地域人口の変化が外来患者数に与える直接的な影

響については明確ではなかった。この点については、分析対象を他のグループに拡大す

るなどして、一段の調査を進める必要がある。 

また、基礎的な統計値から、⑥グループの病院は、地域人口の変化に比して、入院・

外来患者がともに大幅に減少しており、人口変化以外の要因が患者数の減少に影響を与

えている可能性が見られた。 

 
3.7.5. 病院患者数と地域人口との比率 

前節では病院患者数と地域人口の変化について直接的な相関の有無を確認したが、明

確な結論は得られなかった。ただし⑥グループについては、患者数の落ち込み幅が、地

域人口の増減に比して相当に大きく、人口動態以外の要因が患者数の変化に影響を与え

ている可能性がある。そこで、本節では以下の式により、各グループの入院・外来患者

数と自治体総人口との比率を試算し、2007年度と2013年度との各数値の変化を確認した。 

 
  

                                                      
4 例えば、医療を提供する常勤医師がいない場合、地域の患者が他の医療機関に流出する可

能性がある一方、評判の良い常勤医師が多数勤務すれば、地域外から患者が流入する可能

性が考えられる。また患者が高度専門医療機関の受診を求める場合にも、地方病院の患者

が地域外に流出する可能性がある。 
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図表 3.7.6 患者数対地域人口比率の計算例 

◎ 外来患者対総人口比率 ＝ 述べ外来患者数 ÷ 自治体総人口 
◎ 入院患者対総人口比率 ＝ 述べ入院患者数 ÷ 自治体総人口 

 

 
 

図表3.7.6に示した利尻島国保中央病院の例の場合、2007年度の外来患者数と地域人

口の比率は、13.0であったのに対し、2013年度には9.1に低下している。一方、入院患

者数についても、地域人口に対する患者数の比率も3.2から1.9に低下した。なおこの期

間に町の高齢化率は35.6％から38.1％に上昇している。 

仮に利尻町民の健康状態がこの期間に大きく向上しておらず、地域に一定の医療需要

が存在していると仮定すれば、利尻島国保中央病院の利尻町における病院としての機能

は何らかの原因により低下し、医療を十分に供給できていない可能性が考えられる。 
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3.7.6. ①と⑥の各グループに属する病院患者数と地域人口との比率の変化 

先の利尻島の例と同様に、①グループと⑥グループに属する各病院について、患者数

と人口との比率を算出し、2007年度と2013年度の数値の変化差を算出したところ、①グ

ループでは、外来患者対総人口比率と入院患者対総人口比率の変化差が、共にプラスと

なったケースが多かった。一方、⑥グループでは、外来・入院ともに対総人口比率の変

化差がマイナスとなった病院が多く、その変化幅も大きい傾向が見られた。 

 
図表 3.7.7 ①グループの患者数対人口比率の変化 

 

 

図表 3.7.8 ⑥グループの患者数対人口比率の変化 

    

（備考）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、「地方公営企業年鑑」

により作成 

（％ポイント） 

（％ポイント） 

（％ポイント） 

（％ポイント） 
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3.7.7. 両グループの医療供給機能の状況 

⑥グループの医療供給機能の状況を確認するため、①グループと比較の上で、職員数

や空床率等の経営数値の平均値を比較した。 

まず2007年度の数値を比較すると、①と⑥の経営状況はほぼ同程度の水準にあった。

しかし、2013年度には両者の数値は大きくかい離し、グループ①の数値が改善傾向にあ

る一方、⑥では入院・外来患者が共に大きく減少し、病床利用率も低下している。 

特に職員数の変化に着目すると、①では医師を含めた職員数が平均８人程度増加して

いるが、⑥では平均４人程度減少しており、大きな違いがみられた。また100床当たり

で調整した人員でみた場合、⑥では看護師と医療技術員を中心に平均20人程度の人員増

加があったが、①では2人程度の増加に留まった。ただし、患者数当たりで調整した場

合には、⑥の人員増が①を上回っている。ここに挙げた経営数値のみでは、職員数の増

減と患者数の増減について、因果関係を断定することはできないが、⑥の病院では住民

数と患者数との比率が低下傾向にあることを考えあわせると、職員不足等の病院側の医

療供給能力の低下により患者数が減少した可能性がある。 

 
図表 3.7.9 患者数、病床利用率及び職員数の状況の比較 

 

 
  
（備考）1．入院患者数及び外来患者数は１日当たり平均。 

2．総務省「地方公営企業年鑑」により作成 
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3.7.8. 地域人口の変化と公立病院経営の分析結果 

［分類Ⅰ］（不採算地区・病床200床未満）の公立病院のうち、グループ①とグループ

⑥の公立病院経営について、地域人口の変化との関係に着目し分析を行ったところ、以

下のような点が明らかになった。 

第一に、病院の立地する周辺人口の変化が、病院の患者数の変化に直接的に与えた影

響は明確ではなかった。外来患者数の変化については、地域人口の変化との有意な相関

が一部認められたが、入院患者の変化については住民人口の変化との間に相関は見られ

なかった。 

第二に、⑥に属する病院については、患者数の減少率が、地域人口の減少率を大きく

上回っていた。患者側の受診行動に大きな変化がなく、一定の医療需要が地域に存在す

ると仮定すれば、病院側の医療供給機能に何らかの障害が発生していた可能性がある。 

最後に、①と⑥の医療機能を病床や職員数の面から比較すると、2007年度の時点では

大きな差はなかったが、2013年度までに入院患者数や病床利用率で両者には大きな開き

が表れていた。こうした変化の背景には、医師、看護師、医療技術員の配置数といった、

供給側のキャップが影響している可能性がある。 

本分析で利用したデータのみでは、患者数の変化と医師・看護師等の職員数との間に

ある因果関係を直接確認することは困難であるが、今後、もう一段の分析を進め、実態

を解明するためには、職員配置といった病院の供給サイドの状況から分析を進めること

は、特に有用な観点であると考えられる。 
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3.8. 経営形態が医業収支に与えた効果 

3.8.1. 分析の目的 

公立病院の経営形態のうち、地方公営企業法の適用について、全部適用であるか一部

適用であるかに着目し、計量分析的手法によりその効果を確認した。なお、全部適用の

場合には、病院の管理責任者が自治体の長ではなく、より現場に近い病院専任の責任者

が業務を執行することから、経営に正の効果をもたらすことが見込まれる。 

 
3.8.2. 分析サンプルと分析期間 

これまで修正医業収支分析の対象としてきた、全632病院を分析サンプルとした。ま

た、分析期間も、同分析を踏まえ2007年度から2013年度までを対象とした。632病院の

うち2013年度時点の全部適用病院の数は283病院であり、一部適用の病院は349病院であ

る。なお、2007年度時点の全部適用病院の数は183病院であり、2013年度までに一部適

用から全部適用に変更した病院は100病院であった。一方、全部適用から一部適用に変

更した病院は無かった。 

全部適用の病院について、これまでの分析にならい、立地と規模で［分類Ⅰ］から［分

類Ⅳ］までを分けると図表 3.8.1のようになる。全部適用の病院は不採算地区病院であ

る［分類Ⅰ］で少なく、［分類Ⅱ］から［分類Ⅳ］では半数以上の病院が全部適用とな

っている。ただし、2008年度以降に全部適用を導入した病院の数は、［分類Ⅰ］が最も

多かった。 

 
図表 3.8.1 立地と規模による全部適用病院の分布 

 
（備考）総務省「地方公営企業年鑑」により作成。  
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次に医業収支の状況についてみると、６種のグループに分解した場合の283病院につ

いては、図表 3.8.2のようになった。収支の改善状況では、283病院のうち、63％にあ

たる178病院で収益が改善しており、その多くは①グループに属していた。一方、収支

悪化病院は17％程度存在し、②と⑥のグループに同程度分散していた。なお平均病床数

は300床弱である。 

なお、2007年度以前から全部適用であった183病院と、2008年度以降に制度を変更し

た100病院とに分類し収支状況を確認したところ、後者のグル―プについてはやや収支

改善病院の比率が高かったが、全体のグループの分布に顕著な差異は見られなかった。 

 
図表 3.8.2 全部適用の病院の修正医業収支の状況 

（１）全部適用病院全体 

【全283病院】うち収支改善178病院（63％）、悪化128病院（47％）平均病床数297床 

  
修正医業費用 

増加 減少 

修正

医業

収益 

増

加 

①【収支改善】128病院（45％） 

②【収支悪化】56病院（20％） 
④【収支改善】11病院（4％） 

減

少 
③【収支悪化】23病院（8％） 

⑤【収支改善】16病院（6％） 

⑥【収支悪化】49病院（17％） 

 
（２）2007年度以前からの全部適用病院 

【全183病院】うち収支改善96病院（52％）、悪化87病院（48％）、平均病床数314床 

  
修正医業費用 

増加 減少 

修正

医業

収益 

増

加 

①【収支改善】82病院（45％） 

②【収支悪化】40病院（22％） 
④【収支改善】6病院（3％） 

減

少 
③【収支悪化】15病院（8％） 

⑤【収支改善】8病院（4％） 

⑥【収支悪化】32病院（17％） 
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（３）2008年度以降に全部適用を開始した病院 

【全100病院】うち収支改善59病院（59％）、悪化41病院（41％）平均病床数266床 

  
修正医業費用 

増加 減少 

修正

医業

収益 

増

加 

①【収支改善】46病院（46％） 

②【収支悪化】16病院（16％） 
④【収支改善】5病院（5％） 

減

少 
③【収支悪化】8病院（8％） 

⑤【収支改善】8病院（8％） 

⑥【収支悪化】17病院（17％） 

（備考）総務省「地方公営企業年鑑」により作成。 
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3.8.3. 分析モデル 

先行研究として伊藤（2010）による分析モデルを参考に、以下のモデルを想定した。

また分析手法は一般化最小二乗法（GLS法）を用いた。 

 
被説明変数 

 
 
説明変数 

 
 
3.8.4. 分析結果 

公立病院の経営形態について、地方公営企業法の全部適用が修正医業収支に対して正

の効果を持つことが確認された。また、救急病院指定が正の効果をもつほか、不採算地

区の立地は病院の収支に負の影響があった。病床の規模については400床以上の分類に

ついて、有意に正の効果があることが認められた。看護基準は７対１基準が最も大きく

正の効果をもたらすが、13対１基準は10対１基準の効果を上回っていた。これは看護師

の配置数の増加は収益と費用の増加を同時にもたらすため、収支に与える影響は看護師

配置数に比例しないことによると考えられる。外来収益と入院収益の比率は、入院収益

比率が高い方が医業収支に正の効果があった。 

ただし、全部適用の導入が具体的にどのような経路を経て経営改善をもたらすのかに

ついては、本分析からは明らかではない。先に確認したように、公営法の全部適用を進

めてもおよそ４割程度の病院では医業収支は悪化していた。よって、改善の条件として

経営形態の外形的な変更だけでは不十分な可能性もある。今後の研究課題として、経営

改善の構造と付帯的な条件について、一段と明らかにする必要がある。 
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図表 3.8.3 分析の結果 
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4. まとめ 

本調査は、公立病院改革の効果について明らかにすることを目的とし、「地方公営企

業年鑑」に掲載された公立病院の個表経営データを活用した経営分析を行った。 

 
公立病院の分析を行う場合、その前段として公立病院経営に独自の特徴を把握する必

要があるため、民間病院との経営比較、および自治体からの繰入金等の状況という二つ

の観点よりその状況を調査した。まず公立病院と民間病院に共通する特徴として、病床

規模が大きい病院ほど経営指標が良くなる傾向があるが、一方、公立病院の経営指標は

民間病院や公的病院に比べて全般的に劣っている。また繰入金等の状況については、自

治体が行う政策的医業に対する負担金としての繰入金と、損失補てんに近い性質を持つ

繰入金とが会計上で混在しており、透明性の低い状況であることが明らかになった。 

 
個表データを活用した分析にあたっては、公立病院の特性として立地や規模等の面で

相当の幅があることを踏まえ、公立病院全体での分析は必要最小限にとどめ、規模等に

よって公立病院を幾つかのグループに分類した上で、個別病院の経営データを分析する

といったアプローチをとった。具体的には、立地条件として不採算地区と不採算地区外

に分類したほか、病床規模による分類も合わせて行い、サンプル病院を4種類に分割す

ることで、各分類に共通する経営の特徴を検討した。また、病院の医業事業に対する経

営努力に焦点をあてるために、繰入金や減価償却費を控除した、修正医業収支を算出す

る等の工夫を行った。 

 
まず、修正医業収支について収益と費用の各変化からその状況を分析したところ、医

業収支については、大規模病院ほど収益の増加によって収支の改善を果たした病院が多

く、小規模病院では収益の減少が主として収支悪化を招いている状況が確認された。一

方、費用の減少を主因として収支の改善を果たした病院は少なかった。 
続いて収益の変化について、その要因を単価と患者数の各変化で分解すると、規模や

立地に関わらず、患者数の減少がマイナスに寄与している一方、単価についてはプラス

に寄与している傾向がみられた。特に、大規模病院ほど単価の上昇傾向が収益の増加に

強く寄与している一方、小規模病院では、単価の上昇率が弱く、患者数の減少が強くマ

イナスに寄与したため収益が減少していることが明らかになった。 

 
また不採算地区に立地する公立病院について、患者数の変化と立地自治体の人口変化

との相関を調査したところ、外来患者数の変化については住民人口との間に相関がみら

れたものの、入院患者数の変化については明確な相関はみられなかった。特に不採算地

区にあって収益が悪化した病院グループについては、地域人口の減少率を大きく上回る

ペースで、顕著に患者数が減少した病院が複数見られた。こうした病院は医師や看護師
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といった職員配置の面で十分な医療供給体制が整えられないことが、急激な患者数の減

少、ひいては経営悪化につながった可能性がある。 

 
最後に、公営企業法の財務規定の適用範囲の違いが、医業収支へ与える効果について

回帰分析を行ったところ、財務規定の全部適用が有意に正の効果があることが確認でき

た。財務規定の全部適用は、事業管理者が自治体から一層独立した経営権限を持つこと

で、現場に即した弾力的な人事運用や合理的な経費管理を進め、病院経営に良い効果を

もたらすものと考えられる。具体的な改善メカニズムや改善の付帯的条件について明ら

かにすることが今後の課題である。 

 
以上の分析によって、公立病院改革の効果は、各病院の規模や立地状況によって大き

く異なっていることが確認された。大中規模病院については、経営が改善した病院が多

いが、診療単価の上昇による改善が中心であった。こうした病院は医療の質の向上を図

りつつも、民間病院や公的病院を意識した合理的かつ意思決定の早い経営が求められる。

また、距離の近い公立・公的病院との統合・再編や、公営企業法の全部適用を検討する

ことも有用であると考えられるが、形式的な形態の変更のみでは、必ずしも経営改善に

つながらない可能性がある点には留意する必要がある。 

 
一方、小規模病院については、診療単価の上昇効果が小さく、患者数の減少によって

経営の改善が厳しい状況にある。特に一部の不採算地区病院では、病院として十分な医

療供給体制を整えることが困難となっている可能性が見受けられる。小規模公立病院は

地域で唯一の医療機関となっている場合も多い。よって、医師や看護師が勤務しやすい

環境づくりを進めると同時に、場合によっては再編や統合等も検討し、地域医療の維持

と病院経営とのバランスを常に見直していく必要がある。また、介護・福祉分野との事

業連携等を進めることも重要であると考えられる。 

 
今後の研究課題としては、本研究で得られた経営データを基礎としつつ、インタビュ

ー等の直接的な情報収集手段を組み合わせることで、病院事例を深掘りしていくことが

考えられる。本研究の分析では、公立病院の経営が規模や立地といった外的環境によっ

て強く制約されていることが明らかになったが、一方で、不採算地区にあっても経営改

善に成功している病院や、大規模病院ではあるが経営改善が進んでいない病院が一部存

在することも確認されている。こうした事例に特に焦点をあてることにより、大規模病

院や小規模病院、不採算地区病院など、各環境下の公立病院に合わせた経営改革の処方

箋を描くことが必要であろう。 
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